
平成 23年 5月 25日

平成 22年 度事業報告書

平成 22年 4月 1日から平成 23年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人産業クラスター研究会

I事 業の成果

1 はじめに

わが国経済は緩やかな回復基調にあつたが、年度末(本年 3月 11日 )に発生した東北地方太平洋沖

地震により暗転し、日本経済は危機存亡の状況にある。かかる現況ではあるが、横須賀・三浦地域や隣

接地域での平成 22年 度の当会活動実績としては略前年並みの推移であった。しかし必ずしも充分では

なく、次年度以降改善すべき点を多々残した。予算的には、前年度までの横浜市との協働事業が終了し

厳しい状況が予想されたが、長期経営支援案件や社員教育支援案件により日標を達成Jる ことができ、

関係会員各位には謝意を表したい。

一方、会員については法人会員が2社 退会し新たに3社入会、個人会員については新規に5名 が入

会し、環境事業,IT関係,広報部門,海外関連事業や住宅リフォーム事業が強化された。

22年 度の事業方針として 1)支援企業の拡大と活動地域の強化、2)法人会員の参画機会の向上、3)

他団体との関係強化、4)事業活動補助金申請と業務委託の受話、5)PR活 動の強化と個人会員の増強

(発信力の向上)、6)国税庁認定NPOの 認定取得、7)予算制度の徹底運用に臨んだが以下に具体的活

動結果を述べる。

2収 益事業(継続事業)

(1)企業支援事業部会(CMS)

① セミナーなどの開催

前年度から継続の法人会員の社員教育支援に取組み、個別法人会員の社長教育支援案件

や (財)横須賀市産業振興財団主催の新人教育セミナーの共催、及び神奈川県,横須賀市をは

じめ各団体の後援を得て、神奈川県の中小企業活性化推進月間に合わせた中小企業支援セミ

ナーを開催した。

個別法人会員の社員教育支援については法人会員から好評を得て、当会としても大きな実績

と成果となった。

② 特許取得支援

会員企業に対し先行技術調査 3件 、国内特許出願支援 1件の支援をした。

(2)海外関連事業部会OBS)

年度初めの予想では法人会員の海外事業の落ち込みが大きく、また競争激化により米軍入札

に関する法人会員の受むも大幅減少が予想され、予算は 21年 度に比較して大きく減額、220千

円と想定したが、その後法人会員1社の大日米軍入札継続案件があり、また、非会員からの翻訳

発注1)得て総額 800千 円を超える実績となった。

部会内部活動としては、個人会員の対応力向上のため月次部会で勉強会を開催したが、

当初計画した法人会員に展開するところまでは至らず課題として残った。



支援した企業,団 体数 11社、1損談 ・翻オ訳件数 28件 でうら1件は相談であつたが、米軍人札

の新規案件では横須賀商工会議所との関係が強化され今後の企業支援の拡大に繋がつた。

①米海軍調達業務の電子入札参加支援

平成 22年 度は入札参加希望企業 4社 から仕様書の翻訳、入札参加へのコンサルティングの

依頼があつた。うち 1社 は初めての入札参カロであったが幸い成約をし、翻訳 コンサフレティングの

支lTを継続し支援企業、米軍、商工会議所から好評を得た。また平成 21年度からの支援案件と

して大ロメンテナンス関係の翻訳支援を継続した。

②技術文書翻.F

継続事業として平成 22年 度は 7社 から翻訳の依頼があり、うち 1社 はドイン語規格の翻訳依

頼であり、その他 1社も規格の和訳があり高い評価を得た。

(3)ホームページ事業部会

平成 22年 度は、利用企業数 2社 、相談案件 1件 の支援を実施した。うち 2社 は横浜事業とし

て対応t た́。他の NPOと の提携および協力会員の増強によつて体制を整備し取組んだが、部員

数が不充分なため当初の日1勺を達成することができなかった。

(4)住宅リフォ‐ム事業部会

平成 22年 度も横須賀市の NPO支 援基金 (よこすか元気ファンド)と横須賀市の関係部署と地

区町内会の支援を得て「住宅リフォームセミナー」を市内各地区で計 6回 開催した結果、参加者

の大幅増カロが得られた。またリフォームエ事の管理実績はなかった。

PR行 事としては「よこつか産業まつり2010Jに出展参加し多数のブース訪問者があり、また同時

参加していた法人会員との交流も深まリー定の成果があつた。
(5)横浜事業所事業部会

金沢工業団地と横浜北工業会の会員の支援中心の活動で、会費予算 270千 円 実績 60千

円、事業収入予算 460千 円 実績 1,231千円となつたが一部企業の支援に止まつた。

しかし、各工業団体との交流という点では横浜北工業会、金沢工業国地の横浜マーチャンダイ

ジングセンター (MDC)(幸 浦地区)や横浜テクノプラザ(異業種交流会)との交流を継続し、関係

が強化されたという実績はできた。

また、横浜協働事業の審査機関(金融会社)から、非法人会員である中小製造業の支援要請を

受け、生産性効率向上による企業体質改善を実t_.大きな成果を上げて当会事業に貢献した。

(6)環境事業部会

平成 22年 11月 25日 に、環境事業部会が設立され、22年度としてはその準備が主な活

動で、卜0認 証取得,EcoActbn21認 証登録の支la―事業を企業支援事業部会から引き継

いだ。具体的には横須賀地区 2社 の EcoAc●on21の 22年度としての支援活動を行い、23

年度に率区続している。こでんリサイクルについてはビシネスモデルの企画・検討中である。

また、活動の一環として横浜市立大学教授との交流を深めており、「生き残りをかけた経

営戦略Jと題して企業の CSRの 取組みの重要性につき講演会を実施し多数の法人会員、

個人会員が参加し好評を得た。



(7)業務委託

(財)神奈川産業振興センターの「産学交流サロン開催事業業務委託J(平成 22年4月)、神奈

川県の「ボランタリー活動J(平成 22年 9月 )、横須賀市の「市民協働モデル事業J(平成 23年 2

月)に応募、提案したが前記 2件 は不採用となつたが現在横須賀市案件が審査結果待ちであ

る。

(8)国税庁認定 NPO認 定取得

平成 22年 度は認定要件のパブリックサポート(寄付金)と活動の対象の向上に努め、会員皆さん

のご協力により2年 間の通年でヒれら要件が整うところまできた。

3非 収益事業 (継続事業)

(1)産官学l●携支援部会

22年 度の活動実績は、利用企業数 1社 、相談案件 1件

① 関東学院大との産学連携 (法人会員が納入した設備の騒音原因調査)

② 横浜市大CSRセ ンターとの産学連携 (テ ーマは情報セキュリティ)
(2)広報部会

①会報誌の発行

平成 22年 度は季刊として3国 発行、いずオヽ 好評を得ている。特に8号 9号 では当会の

広報誌としての確かな誌面づくりを目指して、「こんな NPO活 動にしたいJと題して個人会員

の座談会を開催し、誌面のマンネリ化が回避できたことは次号に向けての新たな一歩となっ

た。

②ホームページの維持管理

定期更新 (年4回 )と臨時更新 (随時)を計画したが、定期更新時に「最近の話題」のアップ

や「理事長l‐拶Jの差替え、組織,住所の変更などを同時にする結果になり計 4回 の更新と

なった。

Ⅱ 事業実施に関する事項

(特定非営利活動に係る事項) (単位:千円)

定款の事業名 事業内容
実施

同時

実施

場所

従業者

の人数

受益対象

者の範囲
支出額

中小企業の経営強化

技術革llrに関する支援

米海軍調達業務r72

入IL参力1支援

4月 から

3月 末

弊事務口F

ほか
5ノて 4社 555

司 L FT詐取得支援
1月 から

3月 末

聾事務所

ほか
1人 2社 15

同 上 iSO認 罰:取得支援
4月から

3●末

弊事務所

ほか
1人 3社 350

同上 技術文書翻訳
4月 /uらヽ

3月 末

弊事務所

ほか
5人 7社 243

同上

ホームベージ

政書支援

4月 から

3月 末

弊事務所

ほか
2ンヽ 1■ 289

向 上 業務改善支援
4月 から 弊事務所

2人 1社 768

3



3月 末 ほ か

産学連携 協慟事業

の推進
産学連携支援事業

4月 から

3月末

弊事務所

ほか
2人 1社 0

同 上 ,政 との協働事業
4月から

3月 末

弊事務所

ほか
7人 4社 1,584

サラリーマンOBの

活性

`ヒ

支援

居励チクラプの

運普

4月 から

3月 末

贅事務所

ほか
0

経済関係 NPOの 段立

及び運営支援

4月 から

3月 末

弊事務所

ほか
0

その他 法人の目的を

達成するに必要な事業

住宅ソフォーム

支援

4月 から

3月 末

弊事務所

ほか
6人 6ヶ 所

(その他の事業)

定款の事業名 事業内容
実施

日時

実施

場所

従業者

の人数

受益対象

者の範囲
支出額

人材工遺 0

以上


